
１．はじめに

IoT，ビッグデータ，人工知能に代表されるデジタル・ネットワーク分野の技術革新の波に押されて第 4

次産業革命が進行しつつあります。

しかしながら，このような変革の時代に，我が国の知財の活力は低下傾向にあります。出願件数の低下に

みられるように，知的創造活動は低迷しており，我が国の知的創造サイクルの流れは先細り傾向にありま

す。これでは変革の時代に乗り遅れてしまいます。

これからの時代を乗り切るためには，知的創造サイクルを活性化させることが必要です。知的創造サイ

クルの活性化は，近年悪化している弁理士の業務環境の改善にもつながります。そこで，知的創造サイクル

を活性化させ，併せて弁理士の業務環境の改善を図ることを主眼に，以下の施策を実施します。

２．重点施策

（１） 知的創造サイクルの活性化と，弁理士の業務環境の改善

（２） 会員のための施策の充実

（３） 中小企業への知財支援と知財普及活動の強化

（４） 施策の実施に適した日本弁理士会の組織の改革

３．具体的施策

（１） 知的創造サイクルの活性化と，弁理士の業務環境の改善

① 弁理士のコア業務の量的拡大

コア業務の量的拡大は，中小企業，大企業及び外国企業に対し，それぞれ対策が必要です。特に，

中小企業については，企業数割合に対して出願数割合が極めて低いのは周知の通りであり，中小企業

の潜在的能力を引き出すことができれば，コア業務の量的拡大につながる可能性があります。中小

企業の知財マインドの向上は，日本の産業界全体の知財政策をより積極的な方向に導くと考えます。

中小企業に知財の有用性を認識してもらうことに特化した地域セミナーを全国網羅的に行います。

この地域セミナーは，地元の中小企業と地元の弁理士が一緒に参加し，情報交換の場が持てる形態で

実施します。地元の中小企業が，地元の弁理士を知ることで，知財へ積極的に取り組む道筋をつけた

いと思います。また，新規クライアント（特許事務所への依頼経験がほとんどない中小企業）を発掘

し，弁理士知財キャラバンの訪問型コンサルへとつなげることも行います。出願経験があるクライ

アントに対しては，一歩進んだ支援ができるよう，外国出願業務，輸出入に伴う知財関連業務等の会

員への研修を強化します。

弁理士知財キャラバン等の支援による活用事例の上記地域セミナーで紹介や，実用新案，意匠及び

商標制度の活用促進も図ります。

大企業については，出願動向（例えば件数変動）と事業上の変化（例えば収益の変化）の関係等に
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ついて会長室又は必要に応じて外部で調査し，この調査結果を踏まえて，大企業の出願数の減少傾向

に歯止めをかける有効な働きかけについて検討します。

外国企業については，本年 2月にアメリカで実施したDiscover IP Japan が好評であったとのこと

から，その継続や国際会議におけるブース設置等による我が国への出願の促進を検討します。

② 弁理士の周辺業務の量的拡大

技術情報の秘匿化業務，標準化を含めたオープン&クローズ戦略，知財契約，知財価値評価，知財

金融，水際対策，知財教育等の分野に，更なる進出が可能となるよう支援します。

③ 弁理士に係わる環境の維持

グローバルドシエ等の国際的課題には，各国弁理士会等との連携を持って対応します。事務所経

営改善支援，支部における会員の活躍の場の拡大，非弁行為の取締強化等を積極的に行います。

（２） 会員のための施策の充実

① 業務に即した研修の一層の充実

広範な相談対象への対応を可能にするため知財コンサル研修を一層充実させるほか，これまでの

知財コンサル研修修了者の更なるレベルアップを図ります。

ある程度実務経験を積んだ弁理士を対象として，育成塾で行われているような演習型の実務研修

を実施し，権利化業務に限らず，周辺業務を含め，更なる実務能力のレベルアップを図ります。

② グローバル知財人材の育成

外国の知財関係組織との交流等，現在日本弁理士会が行っている国際的活動への一般会員の係わ

りを促します。また，海外会員を活用すること等による情報収集力の強化を図ると共に，英語による

プレゼンテーション能力の向上のための研修を含む国際的な研修の充実を図ります。

③ 会員に必要な情報の提供

電子フォーラムに掲載のデータへのアクセス性の改善を図ります。具体的には，検索エンジンの

さらなる改善や文書へのタグ付けによる整理等を前年度に引き続き行うことで，会員にとって必要

な情報がタイムリーかつ容易に入手できる環境を整備します。

④ 事業承継システムの充実

事業承継のよりスムーズなマッチングを実現するために，会員マッチングセミナーを継続して開

催します。マッチングシステムについては，利用状況，費用対効果等を検証し，抜本的見直しを図り

ます。

⑤ 日本弁理士会の財務環境の検証

日本弁理士会の財務環境を多面的に検証し，長期的な視野に立った予算のあり方を検討します。

⑥ 企業内弁理士の研修プログラムの充実

企業弁理士知財委員会等の活動を通じて，企業弁理士特有の知識を習得できる研修プログラムの

充実を図り，e-ラーニングコンテンツの多様化にも繋げます。

（３） 中小企業への知財支援と知財普及活動の強化

① 中小企業への知財支援

地域セミナーと知財キャラバンを通じて，中小企業への知財支援を実施します。

② 知財の普及活動の強化及び弁理士の知名度向上

広報のプロを招聘し，大胆な資金の投入を伴う広報戦略について検討します。

各支部の協力を仰ぎながら，中小企業，地方自治体，教育機関への普及活動，研修，学校教育用コ

ンテンツの充実等を通して，弁理士の知名度の向上を図ります。農林水産関連事業への働きかけも

継続します。
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（４） 施策の実施に適した日本弁理士会の組織の改革

以上の施策を効率よく実現していくために日本弁理士会組織の改革を実施します。

① 委員会の適正化

主として会長室で行う過去の諮問と答申の解析結果に基づき，委員数，委員会数及び諮問の適正化

を図ります。委員会等の委員の選任にあたっては，過去 5 年間の委員として選任されたことがない

会員を対象に会務参加を促す方策（会長推薦制度）を試験的に運用します。また，参加しやすい委員

会のあり方（例えば，午前中や 18 時以降の開催等）や，支部の会議室から本会の委員会への参加を可

能にするテレビ会議システム等，会員にとって使い勝手の良いインターネット会議システムの拡充

を検討します。

② 中長期的な課題の検討組織の設置と活用

複数年に亘って継続検討すべき中長期的課題に関する諮問の管理とその結果の活用を図る組織の

設置に向けて，まずはWGを立ち上げます。

この組織を活用することで，将来を見据えた中長期に亘る調査研究に基づき，日本弁理士会が中長

期に亘って取組むべき諸課題と会内各組織に向けて発する諮問等との長期的整合性を確保する共に，

有益な情報の発信を図ります。

③ 本会と支部との間及び各支部間の情報の共有化の促進

本会（役員会）と支部間の情報格差の是正を図ります。テレビ会議による役員会の開催が例規上問

題がないことを確認した上で，本会の役員室と支部室を結んだテレビ会議を用いた役員会の開催を

実施します。また，支部での臨時総会の開催等を検討します。

④ 支部の役割の充実

支部の役割を，実行可能な支部から段階的に充実させます。

（５） その他

① 弁理士法改正

過去の弁理士法改正時の議論を踏まえながら，現在の知財を巡る社会情勢の変化を考慮し，次の弁

理士法改正に向けた検討を始めます。

また，弁理士法第 1条（弁理士の使命）と同法第 56 条第 2項（日本弁理士会の目的）との整合性を

確保するための改正も検討します。

② INPIT の近畿統括拠点への協力

設立される INPIT の近畿統括拠点に対し，日本弁理士会として，近畿支部を通じて，可能な協力

を提供します。

③ 東京オリンピック及びパラリンピックへの対応

東京オリンピック及びパラリンピックの開催に関連し，日本弁理士会が貢献できることを検討し

ます。東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会による広報・教育活動に，関東支部と

連携して協力していきます。

④ 弁理士制度 120 周年記念事業の開催準備

2019 年に弁理士制度 120 周年記念事業を行うための準備組織を立ち上げます。

４．むすび

以上のような施策を実施し，我が国の知財に活力を取り戻すために，皆様のご協力をお願い申し上げま

す。
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